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(38) 佐藤英善「公務員の守秘義務論」早稲田法学63巻３号 (1988) 11頁は,
「公務員の義務の根拠は，一般的には公務員が国民全体の奉仕者たるこ
とを前提にした上で，一方で公務員の行う職務の性格を考慮し，他方で
行政による制裁的公表に関わる公務員法上の守秘義務違反の…… 47
個々の義務の課される目的・機能に着目して検討されるべきものと思わ
れる。このような観点からすれば「守秘義務」は,「公務の公正・民主
的かつ効率的運営の確保」と言う側面と「行政の収集する個人に関する
情報の保護」と言う両側面から課せられているものと考えられる｡」と
する。
(39) 行政実例昭和30年２月18日自丁公発第23号。また,「地方税に関する
事務に従事する職員の守秘義務について」昭和49年11月19日自治府第
159号は,「地方公務員法第34条第１項の「秘密」とは，一般に知られて
おらず，他人に知られないことについて客観的に相当の利益を有する事
実で職務上知り得たものをいうもの」とする。
(40) 中村・前掲注(６)584頁によると，形式秘とは,「行政官庁において秘
密の取扱いとすると指定された事項」をいい，実質秘とは,「その性質
上非公知性と要保護 (秘匿) 性を有する事項」という。かつては，公務
員法上の守秘義務により保護される「秘密」はどちらを指すかに対する
対立があったが，現在の学説はほとんどの論者が実質秘説の立場に立っ
ており，この対立はすでに「過去のもの」と指摘されている (玉国文敏
「職務上の秘密」成田頼明編『行政法の争点』(有斐閣，新版，1990)
135頁，畠山武道「国家公務員法一〇〇条一項にいう「秘密」の意義 ─
徴税トラの巻事件─」ジュリ666号 (1978) 50頁のそれぞれを参照のこ
と｡)。
(41) ｢徴税トラの巻事件｣・最決昭和52年12月19日判時873号22頁〔23頁]。
なお,「西山記者事件（外務省機密漏洩事件)｣・最決昭和53年５月31日
判時887号17頁〔20頁〕は,「国家公務員法一〇九条一二号，一〇〇条一
項にいう秘密とは，非公知の事実であって，実質的にもそれを秘密とし
て保護するに値すると認められるものをいい……，その判定は司法判断
に服するもの」とする。
(42) 公務員法上の守秘義務により保護される「秘密」は，実質秘であると
する説の中であっても，秘密指定を前提とするか否かについては争いが
ある。例えば，①秘密指定を前提とする旨の立場としては，石村善治
「判批」塩野ほか編『公務員判例百選』別冊ジュリスト88号 (有斐閣，
1986) 139頁，鵜飼・前掲注(13)250頁，橋本勇『新版 逐条地方公務員
法』(学陽書房，第２次改訂版，2009) 636頁，松井茂記『情報公開法』
(有斐閣，第２版，2003) 45頁，②秘密指定を前提としない旨の立場と
しては，下井康史「公務員の守秘義務」芝池義一ほか編『行政法の争点』
(有斐閣，第３版，2004) 188頁，③個人的秘密に関する情報については
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秘密指定を前提とせず，公的秘密に関する情報については秘密指定を前
提とする旨の立場としては，宇賀・前掲注(６）『行政法概説Ⅲ』398頁，
塩野・前掲注(６）『行政法Ⅲ』290頁のそれぞれを参照のこと。そもそ
も実質的に秘密に該当するものであっても秘密指定されていない事項が
存在するかどうかは不明であるが，理屈上，秘密指定していない個人的
・公的秘密の漏示行為が，守秘義務違反には問えないということになる
ことから，秘密指定を前提にしない方が妥当だと思われる。
(43) 公務員法上の守秘義務により保護される「秘密」には，公的秘密だけ
ではなく，個人のプライバシーや企業秘密などが含まれる旨を述べるも
のとして，阿部ほか・前掲注(13）『地方公務員法入門』156頁，宇賀・
前掲注(６）『行政法概説Ⅲ』396頁，鹿児島重治『逐条地方公務員法』
(学陽書房，第六次改訂版，1996) 542頁，橋本・前掲注(42)634～635頁
のそれぞれを参照のこと。また,「秘密」には，個人・法人の経済的秘
密が含まれる旨を述べるものとして，金子宏『租税法』(弘文堂，第15
版，2010) 674頁のそれぞれを参照のこと。
(44) ｢西山記者事件（外務省機密漏洩事件)｣・東京地判昭和49年１月31日
判時732号16頁参照。
(45) ｢地方税法第22条と公営住宅法第23条の２の関係等について」昭和38
年３月15日内閣法政局一発第６号は,「｢地方税に関する調査に関する事
務に従事している者」が「その事務に関して知り得た秘密」を第三者に
知らせる行為を適法なものとして許容したと認めるに足りる法律の規定
がある場合においては，……当該行為は適法であり，地方税法第22条に
規定する犯罪とならないものと解すべきである」とする。また，同旨と
思われる裁判例として，大阪高判昭和45年１月29日判タ249号157頁,
「豊田商事事件｣・大阪地判平成５年10月６日訟月40巻７号1385頁のそ
れぞれを参照のこと。
(46) 田村泰俊「租税滞納者に対する自治体の収納率向上条例等についての
政策法務からの分析―小田原市条例と茨城県一部事務組合方式への法
的視点―」東京国際大学論叢経済学部編24号 (2001) 54頁は,「法律・
条例の根拠が明確であれば，それは守秘義務違反にもプライヴァシー侵
害にも当たらず (当然，法令の目的の合理性を前提とするが) 許される」
と述べている。また，雄川ほか・前掲注(12)「｢公表」制度の諸問題」
112頁〔菊井発言〕を参照のこと。
(47) 例えば，地公法35条は，地方公務員法上の職務専念義務を「法律又は
条例に特別の定がある場合」には免除できる旨を規定しており，各地方
行政による制裁的公表に関わる公務員法上の守秘義務違反の…… 49
公共団体は，職務専念義務の免除の特例を定める条例を制定しているこ
とが参考となり得る (例えば，和泉市職員の職務に専念する義務の特例
に関する条例を参照のこと｡)。
(48) 阿部泰隆『やわらか頭の法戦略 ―続・政策法学講座』(第一法規，
2006) 47頁は，地公法34条に関わり,「守秘義務のルールは地公法で定
めているから，行政内部や条例で公表ルールを作ったりするだけでは，
地公法違反を解消することはできない。地公法にいう秘密に当たらない
という実体的な解釈が必要である｡」とする。
(49) 原田尚彦『行政法要論』(学陽書房，全訂第７版，2010) 67頁は,「法
律による規制がすでになされている事項につき，自治体が条例で法令の
執行を妨げるような規定を設けることは，許されない。これを両者の積
極的抵触という｡」として，その一つの例として「法律上の秘密事項の
公開」を挙げている。そうであるならば，地公法２条には,「地方公務
員（地方公共団体のすべての公務員をいう｡）に関する従前の法令又は
条例，地方公共団体の規則若しくは地方公共団体の機関の定める規程の
規定がこの法律の規定に抵触する場合には，この法律の規定が，優先す
る｡」と規定されており，行政による制裁的公表の根拠規範となる条例
上の規定が存したとしても，条例が法律に違反することができないこと
から，法律に違反した当該規定は，裁判上の争いになれば，その限度に
おいて無効と解される。そして，無効な条例に従った職員及び地方公共
団体はその行為及びそれによって生じた結果について責任を負うことに
なると思われる。
(50) 阿部・前掲注(48)『やわらか頭の法戦略―続・政策法学講座』47頁
参照。
(51) 阿部・前掲注(１）『行政法解釈学Ⅰ』600頁参照。
(52) 刑法134条1項は,「医師，薬剤師，医薬品販売業者，助産師，弁護士，
弁護人，公証人又はこれらの職にあった者が，正当な理由がないのに，
その業務上取り扱ったことについて知り得た人の秘密を漏らしたときは，
六月以下の懲役又は十万円以下の罰金に処する｡」とする。また，当該
規定以外には，保健師助産師看護師法42条の２，技術士法45条などに
「正当な理由」の文言が規定されている。
(53) ｢双葉病院事件｣・東京高判昭和59年６月28日・前掲注(16）[32～33頁]。
なお,「太平洋テレビ事件｣・東京地判昭和62年12月24日・前掲注(16)
[142頁〕は，告発前に脱税の嫌疑で告発する予定であることを国税局長
らが公表したことが守秘義務に違反し，名誉が毀損されたとして国家賠
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償が請求された事件において,「民事上の不法行為たる名誉毀損につい
ては，①その行為が公共の利害に関する事実に係り，②もっぱら公益を
図る目的に出た場合において，③摘示された事実が真実であることが証
明されたときは，右行為には違法性がなく，④仮に，右事実の真実であ
ることが証明されなくても，その行為者においてその事実を真実と信ず
るについて相当の理由があるときは，右行為には故意又は過失がなく，
いずれによせ，不法行為は成立しないものと解するのが相当である……。
原告らは，国税局職員らにおいて守秘義務違反があった旨主張するが，
……そもそも，法定の守秘義務違反があったというだけでは，当然に原
告らに対する不法行為になるとはいえないと解されるが，仮に原告らの
いう守秘義務がもっぱら原告らの利益のために存在し，かつ，それにも
かかわらず原告らに関する名誉毀損となる事実を開示したとしても，右
に述べた要件を充足して名誉毀損の成立が阻却される場合には，その守
秘義務違反もまた成立を阻却されると解するのが相当である｡」と判示
された (なお，公権力行使責任の違法性阻却につき,「真実性・相当性
の法理」を用いて判断することについては，拙稿「判批」桃山法学15号
(2010) 368～375頁を参照のこと｡)。
(54) なお,「双葉病院事件｣・東京高判昭和59年６月28日・前掲注(16)の裁
判例について，金子・前掲注(43)676頁は,「事案の性質や取材の状況に
応じて違法性の阻却を認めることは可能であるが，守秘義務そのものの
解除を認めることには，疑問がある｡」とする。
(55) 同旨と思われるものとして，深井・前掲注(12)124頁は,「これまで守
秘義務の対象として考えられ，秘密にされてきた事項であっても，当該
事項を漏らすことが，仮に政府ないし個々の行政当局や個人にとって不
利益をもたらすおそれがある場合であっても，その事実が公共の利害に
関する事実である場合で，その事実を開示することが国民全体にとって
は不利益ではなく，かえって利益となる場合には，その漏洩は禁止され
るべきではなく，守秘義務は解除されるべきである」とする。
(56) 阿部・前掲注(48)『やわらか頭の法戦略―続・政策法学講座』49頁
は,「実際にはきちんとしたルールがなければ，守秘義務違反のおそれ
があるから，現場の職員に公表せよというのは無理である｡」とする。
(57) 大橋・前掲注(26)399頁参照。
(58) 行政による制裁的公表の実施に際し，事前の諮問手続を定める条例と
しては，例えば，小田原市条例７条は,「市長は，……滞納者の氏名等
の公表をしようとするときは，あらかじめ次に掲げる事項を記載した書
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面を小田原市市税滞納審査会……に提出し，その意見を聴かなければな
らない｡」と規定している。
(桃山法学 第16号 ’10)52
